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1. 女性学とジェンダー研究の創成 
このたび、早稲田大学法学部が、ジェンダー研究の副専攻を設置することにな
った事を記念し、大学におけるジェンダー研究教育について話す機会を与えられ
たことに謝意を表したい。 
遡ること約 40 年前の 1975 年、国連は同年を国際婦人（のち女性）年とし、世
界的規模で女性の問題に取り組むことを表明した。それに呼応して、お茶の水女
子大学では、同年 4 月に女性文化資料館を設置し（定員 1 名の専任助手ポスト）、
私は 1976年 1月に赴任した。以来、同館は、専任教員 2名の女性文化研究センタ
ー、ジェンダー研究センターとして展開し、2003 年から 5 年間にわたる 21 世紀
COEの採択時は、定員 3名となり1、国内外のジェンダー研究者との連携も進めた。
また。大学の学部課程においては、女性学・ジェンダー研究の授業科目が設置さ
れ、また大学院課程では、21 世紀 COE の成果として、博士前期・後期課程にジ
ェンダー研究の専攻を設置するなど、学部・大学院におけるジェンダー研究の主 
                                                 
1  2004年の国立大学独立行政法人化後は、行政上の人員配置の組織変更をしてい
る。 
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流化に関わって来た。こうした経験に基づき、今回は、日本の大学におけるジェ
ンダー研究教育の展開について、法学との関連も意識しながら述べて行くことに
する。  
 
1‐1. 女性学の誕生  
ジェンダー研究は、1960年代後半のアメリカ合衆国（以下、アメリカと略）で
誕生した女性学Women’s Studies を嚆矢とする。1960年代のアメリカでは、黒人
解放運動、少数民族運動が勃興し、こうした運動の理念を創り展開するために、
黒人研究 Black Studies や少数民族研究 Minority Studies が生まれていた。女性学
は、1960年代半ばから高揚した女性解放運動の中から誕生し、日本にも「女学」、
「女性研究」、「女性学」などと訳され、紹介された2。私は、このWomen’s Studies
と称される学問に強い関心を持ち、その調査研究を女性文化資料館のプロジェク
トとして立ち上げ、アメリカの女性学を把握するためのシンポジウムを開催し、
大学に開講されている女性学のシラバスを収集して、開講の経緯やカリキュラム
の調査を行った。1979 年には、ラドクリフ大学やスミス女子大学の女性史料館、
UCLA 等の大学も訪ね、調査と資料収集に務めた。アメリカでは、女性学講座が
大学に開講されてから 7年を経ており、ニューヨーク市立大学内に Feminist Press
を創設したフローレンス・ハウが、「女性学のカリキュラムは、空から降ってくる
ものではない。学生と教員たちが創っていくものである」と当時の気概を述べて
いる3。 
その後、男性学 Men’s Studies も登場し、学問とは、学び覚えるだけのもので
はなく、「自分たちが創っていくものである」という認識に立ち、其々の主体の立
場性に依拠したかたちで、新しい学問研究の生成を目指す運動として展開された。 
1988年には、国立女性教育会館のメンバーと一緒に、文部省海外学術研究とし
てヨーロッパの女性学の調査を行った。アメリカに比べてはるかに長い伝統のあ 
                                                 
2 舘かおる「序 女性学・ジェンダー研究の創成のために」、舘かおる『女性学・
ジェンダー研究の創成と展開』世織書房 2014参照。 
3  同上書「1章 アメリカ諸大学における女性学講座の成立と展開」参照。 
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るヨーロッパの大学においては、既存のディシプリンを変革して行くことの困難
さと、それに果敢に挑むことにより理論を精緻化していく、J.クリスティヴァ、
L.イリガライ、C.デルフィーといった研究者を輩出していた。そして調査の最後
に訪れたロンドン大学でのポスターを通じて、J.W.スコットの論考 Gender: A 
Useful Category of Historical Analysis を知り、Gender という概念に出会ったの
である。 
 
1‐2．ジェンダー概念の発見――歴史分析と性自認分析から  
「ジェンダー」概念は、一つには 1960年代後半からの「女性学」や「女性史研
究」という学問への希求から生まれた。参政権という政治参加の権利や、大学入
学という教育の権利など、人間が平等に与えられるべき権利が、何故「女性全員」
に対して与えられなかったのか。権利の賦与は、身分、階級、人種、民族、年齢
等によって制限されて来たが、ほとんどの国では、男、女という「性別」カテゴ
リーの違いによっても為されてきた。1920年代の第 1期フェミニズム運動は、そ
うした権利の制限を打破すべく女性参政権獲得運動を展開し、そして 1960年代後
半からの第 2期フェミニズム運動は、「性別による人間の分別化、差異化」を「性
差別」として言葉化し、その「根拠の解明」を課題としたのである。 
当時、アメリカでのフェミニズム運動の展開の中にいた女性たちの中には、「性
別」の分類には、「生物学的分類」と「社会的政治的分類」があるという気付き方
をしたもの達がいた。彼女たちはそうした気付きを、彼女たちの著書のタイトル
『性の政治学 Sexual Politics』や『性の弁証法 The Dialectic of Sex』に込め、そ
の内実を明らかにしようとした4。そして、歴史学者の J.W.スコット は「ジェン
ダーは、性をもった体に嵌め込まれた社会的カテゴリーであり、男女間の社会的
関係を表す概念」であると述べ、「性別」の社会構築性や性別カテゴリー間の関係 
                                                 
4 ケイト・ミレット著、藤枝澪子他訳『性の政治学』自由国民社 1973、のちドメ
ス出版 1985（原著 Kate Millet, Sexual Politics, 1970）、シュラミス・ファイアス
トーン著、林弘子訳『性の弁証法』評論社 1972（原著 Shulamith Firestone, The 
Dialectic of Sex: The Case for Feminist Revolution, 1970）など。 
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性に注目して諸現象を分析する概念として提起したのである5。 
一方、性科学者のジョン・マネーは、半陰陽や事故で生殖器を失った人の治療
などを通じて、「生殖器官による性 sex」を示す語ではなく、「性愛から社会的役
割などを包括的に扱える性」を表す語が必要と考え、「文法上の性別を表す語」で
ある性称 Gender を用いることを思いついた。生物学上の性別概念＝オス・メス
に対して、人間のみにある性別概念＝男・女という捉え方をしたと言える。そし
て、個々人の性別認識は、生物学的規定性のみだけではなく、文化的・社会的規
定性が強く作用することを指摘した。マネーは「性の有り様は人の数だけある」
と述べ、性別の二分法をも問題化した。性科学から見れば、人間も含め、生物の
性染色体は、「二種類」ではないからである6。 
そして「人間は皆同じ」ではなく、「署名（Signature）のように、皆違う！」
と捉えられるべきものであるとし、従来の、性別を二つに分け、対比的に捉える
性別概念の再考を促したのである。 
このように、「生物学的性別」を Sex、「社会的文化的性別」を Gender と区別し
て考察することを試み、「ジェンダー概念」が創出された。だが、明確にしておか
ねばならないことは、「セックスを基盤にして、ジェンダーが構築されている」と
捉えたわけではない。そのようなジェンダー概念の理解ならば、「生物学的決定論」
から「生物学的基盤論」へ移行したに過ぎないことになる。 
ジェンダー研究の系譜には、スコットのように「性別」カテゴリーに注目し、
歴史、社会分析を行う系譜と、マネーのように「性」アイデンティティ論から性
自認の有り様を性科学、医学、生理学的に探求する系譜がある。だが、両方の系
譜に共通する点は、「性別を二つに分け、対比的に捉えること」への疑義であり、
また、「性別、性に関わる諸事象、認識が社会的に構築されている」という視座に 
                                                 
5 Joan W. Scott,‘Gender: A Useful Category of Historical Analysis’, The 
American Historical Review,Vol.91.No.5, December 1986（Joan W. Scott, 
Gender and the Politics of History, Columbia University Press, 1988 所収）、ジョ
ーン・スコット著、荻野美穂訳『ジェンダーと歴史学』平凡社 1988。 
6 ジョン・マネー、パトリシア・タッカー著、朝山新一訳『性の署名』人文書院 1979
（原著 Sexual Signatures: On Being a Man or a Woman, 1976）など。 
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立ち、その構築の様態を分析し、既存の「知」を組み換えていくための概念とし
て捉えていることにある7。 
なお、性アイデンティティ論からの系譜は、セクシュアリティ研究としても展
開されることが多くなった。但し、社会システムの中の「性別カテゴリー」の意
味付けと「性自認」「性的指向」「性愛」「性的機能」に関わる認識は、深く結びつ
いている。「男女」「雌雄」という性の二分法的カテゴリー化による社会の構築と、
それを変革していく糸口として、「ジェンダー」という概念の有効性は、再度確認
されるべきであろう。 
  
2．大学における「ジェンダー・スタディーズ」の展開 
 
2‐1. 大学におけるジェンダー研究関連科目と研究センターの概要 
女性学 Women’s Studies、男性学 Men’s Studies、ジェンダー研究 Gender 
Studies の登場に加え、現在ではセクシュアリティ研究 Sexuality Studies、クィア
研究 Queer Studies などの研究群が、授業の正式科目名となり、学問体系の中に
も位置づけられるようになった。 
アメリカで作成されている世界の大学におけるこれらの研究プログラム名や大
学付設の女性学・ジェンダー研究センターの一覧表もウェブ公開されており8、
2014 年 10 月 1 日段階のサイトによれば、アメリカでは約 900 のリンク先がある
と記されている。一事例を紹介すると、ボストン大学では、博士前期課程の学位 
M.A.を Women's, Gender & Sexuality Studies Program において取得することが
でき、インディアナ大学では、博士後期課程の主専攻、副専攻（Indiana University 
Ph.D and Ph.D. Minor in Gender Studies）としてジェンダー研究の学位を取得す 
                                                 
7 舘かおる「女性学とジェンダー」『お茶の水女子大学女性文化研究センター年
報』第 9-10号、1996.同「歴史認識とジェンダー」『歴史評論』588号 1999、同「ジ
ェンダー概念の検討」『ジェンダー研究』（お茶の水女子大学ジェンダー研究セン
ター）１号 1998、いずれも舘かおる前掲書 2014に所収。 
8 例えば http://userpages.umbc.edu/~korenman/wmst/programs.html 2014年 10
月 1日参照。 
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ることができる。 
一方、日本の大学の学部の教育課程においては、女性学、ジェンダー研究の「学
科」が創設されている大学は皆無であるが、プログラムは多数開講されている。
2008年に国立女性教育会館が行った「女性学・ジェンダー論関連科目」の調査で
は、617校で 4238科目開講されていた9。大学院で女性学やジェンダー研究の専攻
や講座が設置されている大学は、お茶の水女子大学、城西国際大学、名古屋大学、
川村学園女子大学のみであった。しかし、学科や専攻名に記されていなくても、
授業の主題にはジェンダー研究を置いている大学も増えてきている10。 
次に、日本の大学での女性学、ジェンダー研究関連施設についても触れておこ
う。1975年創設のお茶の水女子大学女性文化資料館を嚆矢として、1990年代後半
までは女子大学の女性学関連施設が中心であった。だが、共学大学でも 1998年に
立教大学ジェンダーフォーラムが創設されたのを皮切りに、1999年の城西国際大
学ジェンダー・女性学研究所、そして 2000年には早稲田大学ジェンダー研究所が
設立され、現在では、和光大学、東北大学、国際基督教大学、一橋大学、明治大
学にもジェンダー関連の研究所が設置され、2014年 10月現在、女性学・ジェン
ダー研究所等が設置されている大学は、17大学となった。 
1975年から国連が世界的規模で推進してきたジェンダー主流化政策は、少なく
とも、大学における授業カリキュラムにおいて、また附属研究所やフォーラム等
の組織が設置されることにより、根付いて来たと言えるであろう。 
 
2‐2.「スタディーズ」というスタンス 
ここでスタディーズ Studies という研究教育のスタンスについて確認しておこ
う。学問の専門分野、体系を示す場合、英語では discipline, a branch of knowledge
と表現したりするが、研究・調査・課題を示す際には、studies や research という
英語を使うことが多い。Studies の場合は、すでに学問の専門分野として確立され、 
                                                 
9 国立女性教育会館作成「国立女性教育会館 女性学・ジェンダー論関連科目デ
ータベース」2000―2008 http://winet.nwec.jp/jyosei/search/ 2014年 10月 1日参照。 
10 前掲 舘かおる「序 女性学・ジェンダー研究の創成のために」参照。 
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体系化されている学問分野及び学問体系とは異なり、一定程度限定した研究対象
を据え、それに対し多角的な視点で多様な学問の方法論的アプローチを行うスタ
ンスに立つ事を意図し、その研究名に Studies を使用している場合が多くみられ
る。例えば、地域研究 Area Studies は、主に国家を対象にしていた研究から、地
域に注目することで、国家に従属しているかに捉えていた「地域」「地方」を捉え
直すスタンスから成立した。 
だがこの Studiesという学問のスタイルが、一般社会でも注目され始めたのは、
Cultural Studies の登場によってであろう。「文化研究」と翻訳され、「カルスタ」
とも略称されたが、それは、従来の学問の枠組みに囚われず、しかも斬新なアプ
ローチで「文化を捉える」ことをアピールする、フットワークの自由さ、闊達さ
を明示したいが故でもあった。こうしたスタディーズに共通しているのは、「従来
の体系化された学問を捉え直すスタンス」であったと言える。 
 吉見俊哉は、「思想の言葉 『カルスタ』の逆襲？」や対談「来るべきカルチュ
ラル・スタディーズのために」において、カルスタを標榜する研究スタイルの狙
いは、＜文化＞を問題化して、ナショナルな知の地平に逆襲することにあったと
述べている。また平野克弥は、喫緊の課題に対峙するための立場を築くことを「ポ
ジショナリティ」と呼び、その知的・実践的な「格闘」から見出される戦略的態
度の大切さを重視している11。 
この対談や論考のなかで吉見は、学問や知の潮流を定義する時、3 つの方法が
あるという。 
第 1には、「対象」で定義する方法。例えば、フィルム・スタディーズは「映画」
という対象からうまれ、アーバン・スタディーズは、「都市」という対象がなけれ
ば現れなかった。第 2に、「方法論的」に定義する方法。社会学、心理学、経済学
などの学問研究は、時代に共通の思考の枠組みである「パラダイムを問い直し」
ながら、「脱領域的な知」を定義していく方法を取り、その実態の変容を分析して
いく。第 3に、「概念を問題化」して定義する方法。「文化」という概念を問題化 
                                                 
11『思想』（岩波書店）№1081（2014年第 5号）9－10頁、57頁。 
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してカルチュラル・スタディーズが生まれ、「性・性別」を問題化してジェンダー・
スタディーズが登場し、「人種」「民族」を問題化して、エスニック・スタディー
ズやポストコロニアル・スタディーズが生まれた。即ち、スタディーズに込めら
れたものは、立場性「ポジショナリティ」を意識し、「思考の枠組み」を問い直し、
「概念」を再定義、再構築していくスタンスを取ることにあると言える。 
 
2‐3.「フェミニズム法学、ジェンダー法学」 という提示 
 法学ないし法律学の場合をみると、その学問名を Law と表現する場合と Legal 
Studies と表現する場合がある。UCLA 教授フランシス・オルセンは、アメリカ
の法学研究の領域において 1980年代からCritical Legal Studies （批判派法研究）
の中に Fem-Crits と呼ばれるフェミニズムの分科会を発足させて法学の革新を追
求し始めていた。そのフランシス・オルセンをお茶の水女子大学ジェンダー研究
センター外国人客員研究員として 1997年 5月から 8月末まで招聘し、How Legal 
Studies can Contribute to Gender Studies: Toward a Broader Understanding of 
Lawと題する 5回の夜間セミナーを開催した。次いで Michele A. Paludiの著書
Sexual Harassment on College Campuses: Abusing the Ivory Power (State Univ 
of New York 1996) や京都大学におけるセクシュアル・ハラスメント事件の被害
者を支援する会の機関誌、各国のキャンパス・セクシュアル・ハラスメントに関
わるガイドライン等をテキストに取り上げ、夏期ワークショップも実施した12。 
夜間セミナーの連続講義「法研究は、どのようにジェンダー研究に貢献できる
か」において、オルセンは、「法は、男と女の間にある不平等を正当化し、これを
永続させることもできれば、逆に女たちの隷属を終わらせることを助けることも
できる。そして時には、その両方を同時にしたりもするのである。」と語り、法と 
                                                 
12 この時のオルセンの連続講義は、他の論考も含めて再構成し、フランシス・オ
ルセン著・寺尾美子編訳『法の性別』（原題 The Sex of Law: How the Public/ 
Private Dichotomy Reinforces Gender Inequality）東京大学出版会 2009として刊
行した。なお、夏季ワークショップは「アカデミック・セクシュアルハラスメン
ト」をテーマに 2日間にわたり開催された。その時の様子は、「いま、注目を浴び
る“アカハラ”」『女性ニュース』1997年 8月 10日号に掲載されている。 
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いうものの「機能」について詳細な分析が必要なことを強調した13。そのような捉
え方は、現状を正当化するため、ないしは変革を妨害するための「法」の適用を、
強く諌める立場に立つことを示唆し、「法という正義」の前に理不尽な思いをして
いた女性たちを大いに勇気づけた。 
なお、この時の連続講義でオルセンは、「公私二元論批判」、「市場と女性」、「自
由主義的家族法改革の効用と限界」、「国際人権法の問題性」「性、生殖に関する権
利、性的暴力からの自由」について論じている。この講義に対して中山道子、浅
倉むつ子、棚村政行、神長百合子、角田由紀子の各氏がコメンテーターを担って
の議論が展開されたことは、1997年段階での日本の法学界の人々にとっても、ジ
ェンダー研究者にとっても、エキサイティングな出来事であった。 
また、「ヴェールや女性性器縫合に対する西側のフェミニズムの表層的注目」の
仕方は、エスノセントリズムであると厳しく批判し、「国際連帯における文化の違
いへの敏感さ」の重要性を説くオルセンの立論のスケールは、大きな示唆を与え
た14。 
まさに、オルセンの Legal Studies は、「社会の思考体系とシステムを枠付けて
いる法学という学問の専門知」や「欧米中心主義のフェミニズムの知」に対して
疑義を呈し、それへの挑戦を明示した上での展開を示すものであった。1995 年 3
月の CLS（批判派法研究）の総会では、社会階層、人種、ジェンダー、性的志向
それぞれのテーマに焦点が当てられ、さらにフェミニズム法学が、黒人女性や少
数民族についての理論の展開に挑み、ドゥルシア・コーネルがポストモダニズム
をフェミニズム法学に導入したことなどが紹介されている15。 
なお、日本においても 1997 年頃は、こうした研究動向を「フェミニズム法学」
と称していたが、2003 年のジェンダー法学会設立を機に、ジェンダー法学という
呼称が定着するようになった。日本における「ジェンダー法学」も、二元的で固 
                                                 
13  フランシス・オルセン同上書 85-86 頁。 
14 伊藤和子「書評 フランシス・オルセン『法の性別』」ジェンダー法学会編『ジ
ェンダーと法』No.7 (2010) 150－151頁。 
15  前掲、『法の性別』 74頁。 
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定的なジェンダー観とそれに依拠したセクシュアリティに関わる知の偏向につい
ても明らかにして行っている。 
なお、ジェンダーに敏感な Legal Studies の動向は、実務において法に携わる女
性の増加とも符合している。日本弁護士連合会両性の平等に関する委員会が編
集・刊行した『女性弁護士の歩み―3 人から 3000 人へ』（明石書店 2007）の副題
は、日本に最初の女性弁護士が誕生した 1940 年の 3 名に始まり、2006 年に 3000
名（会員比 13％）を超えたという歴史を示している。なお、参考までに裁判官と
検察官の女性比率の統計も示した。典拠による数値の違いの理由については、注
を参照されたい16。 
 
裁判官、検察官、弁護士の人数と女性比率（全国） 総数、女性比率 
＜平成 25年データ＞ 
文
献 
『男女共同参画白書平成 26年版』本
編 1 第 1章 第 12図 司法分野にお
ける女性割合の推移 
『弁護士白書 2014年度版』79頁 
資料 1-2-11  裁判官数・検察官数・
弁護士数の推移 
項
目 
女性比率・実数 データ典拠 女性比率 データ典拠 
裁 
判 
官 
18.2％（H25） 
670/3681人 
最高裁判所 
資料 
22.5％
（H25.4） 
最高裁判所調査、簡
易裁判所判事を除
く、各年 4月現在 
検 
察 
官 
14.9％（H25） 
391/2614人 
法務省資料 
20.4％
(H25.3.31) 
法務省調べ、副検事
を除く各年の 3月
31日現在 
 
                                                 
16
 なお、今回詳細に統計データと統計方法の確認を行ったところ、表に記した数
値差があった。日本弁護士会の説明では、簡易裁判所判事と副検事は、司法試験
合格者以外の法曹事務官が含まれるので統計から外しているとのことである。一
方、内閣府のデータは、「裁判官数は，判事と判事補の人数を合計人数、判事数に
は，最高裁判所長官，最高裁判所判事，高等裁判所長官，簡易裁判所判事を含む。
検察官数は，検事と副検事の人数を合計した人数」としての統計であることを示
している。 
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弁 
護 
士 
17.7％（H25） 
5935/33624
人 
日本弁護士連合会
事務局資料 
17.7％
(H25.3.31) 
5935/33624人 
正会員数で各年の 3
月 31日現在 
http://www.gender.go.jp/about_danjo/whitepaper/h26/zentai/html/honpen/b1_s01_03.h
tmlの CSVファイルと http://www.sendai-l.jp/chousa/pdf_file/5/5-1/5_1_1.pdfによ
り作成 
 
3．「男女分別」社会の装置システム―「性別」規定が生む格差  
 
3‐1.「命の値段」の男女格差 
人間の「属性」は、日本国憲法第 14条に「人種、信条、性別、社会的身分又は
門地」として示されている。こうした人間の属性のうち、男性、女性という「性
別」属性は、これまでの社会において、明確に二分化されるものとされてきたが
故に、他の属性と連関しつつも決定的な既定要因として作用してきた。例えば、
「逸失利益」とは、被害者が事故にあって死亡したり、障害を負わなければ、将
来得られたはずの経済的利益のことをいう。逸失利益について、比較的多くの人
の目に触れやすい刊行物において、ジェンダー問題として顕在化したのは、働く
女性の裁判に関わる弁護士たちであった17。性別に関係する逸失利益論には、家事
労働能力喪失を中心にしての論考18や年少男子/女子の平均賃金の算出についての
議論があるが19、ここでは、未就労の幼児や生徒の逸失利益を対象にして、法が生
みだすジェンダー・バイアスの事例として紹介する。 
                                                 
17『損害賠償から考える 女性のいのちの値段―かながわ女性ジャーナル 17号』
（1999 年 3月、神奈川県立かながわ女性センター企画発行）、福島みずほ「幼児
の死亡損害の男女格差」『裁判の女性学』（有斐閣 1997年）でも最高裁 1986年 11
月 4日判決について取りあげている（同書 170－171頁）。 
18 吉田克己「10 章 逸失利益論―家事能力喪失を中心として」『講座ジェンダー
と法第４巻 ジェンダー法学が切り拓く展望』日本加除出版 2012 年 135-148 頁。 
19 田中靖子「年少者における逸失利益の男女間格差」『立命館法政論集』第 2号
2004 年 248－287頁、「人身損害賠償に関する諸問題」『交通法研究』39号 2011年
96頁。 
大学におけるジェンダー研究教育の展開 
 
41 
現在、逸失利益は、基本的に「賃金センサス」の「男女別平均賃金」を用いて
決めるため、男児の場合は、男性労働者の平均賃金、女児の場合は女性労働者の
平均賃金を基礎として計算することにより、未就労の女児と男児の損害賠償額に
は、大きな差が出てくる。弁護士事務所などの実務の場では、表１にあるような
計算方法で男女の平均賃金を割り出す。 
 
表１賃金センサス（賃金構造基本統計調査）による「平均賃金」（年収、単位円） 
http://www5d.biglobe.ne.jp/Jusl/IssituRieki/Chingin.html を参照して補足作成 
 
2012年の学歴計での平均賃金は、男子労働者は年額 529万 6800円、女子労働
者は年額 354万 7200円であり、他の要素も含めた全労働者の平均賃金は、年額
472万 6500円となる。そのため、例えば 10歳の小学生の男子と女子が交通事故
で死亡した場合、稼働可能年数を 18歳から 67歳までの 49年間、生活費を 5 割、
中間利息年 5分の方式により控除すると、10 歳男子の逸失利益は 3257 万 23 円、 
年 
産業計・ 
全労働者計 
性
別 
学歴計 中卒 高卒 
高専・短
大卒 
大・大学
院卒 
2012年 
(平成
24年) 
4,726,500 
男 5,296,800 3,839,600 4,585,100 4,841,300 6,481,600 
女 3,547,200 2,426,500 2,942,300 3,812,100 4,434,600 
各年度の賃金構造基本統計調査結果は，政府統計の総合窓口「賃金構造基本統計調査」から
検索できる。上記表の給与額は，各年度の統計調査表中の「全国産業大分類」の「表番号 1 年
齢階級別きまって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額」 の
「（産業計・産業別）」ファイル中から，「企業規模計（10 人以上）」の欄で，男女計・学
歴計，男性労働者・女性労働者各別の(1)学歴計，(2)中学卒，(3)高校卒，(4)高専・短大卒，
(5)大学・大学院卒の項に従い，次の算式で得た額をまとめたものである。「きまって支給す
る現金給与額」×12＋「年間賞与その他特別給与額」 
大学におけるジェンダー研究教育の展開 
 
42 
女子では 2181 万 1732 円となり、10 歳の男女の命の賠償金の格差は、1075 万 8291
円となる。このような事態に対して、出来る限り蓋然性のある額を算出するように努
めることをすでに 1964 年の判決は指摘していた20。しかしながら直ちに是正される
ことはなかった21。 
こうした状況への改善を本格的に進展させたのは、1975 年の国連女性年以降、今
日まで続く世界的な女性政策の進展、女性学・ジェンダー研究の展開に依っている。
例えば、2000年 7月 4日の奈良地裁葛城支部での判決は、次のように指摘している。
「現に稼働している者の間で賃金格差があることとは異なり、年少者の逸失利益の算
定結果に男女で差異が生じることは、まさに、性別で年少者の未知の発展可能性に差
異を設けて、一方的に差別することを意味するものであり、妥当とはいえない。今日、
雇用機会均等法、男女共同参画社会基本法の各施行や労働基準法の女性保護規定の撤
廃などにより、女性にとっても、男性と同じ仕事、男性と同じだけ就労ができる選択
肢が与えられるようになっていることは周知の事実であることからすれば、将来の収
入の蓋然性として、少なくとも中学生までの女子の逸失利益の査定にあたっては、特
段の事情がない限り、男子を含む全労働者の全年齢平均賃金を用いることが女子労働
者の全年齢平均賃金を用いるより合理性を有するものと考えられる」22。 
2005年以降の最近の論考では、「生命」は人格権の一つとして最重要の法益であり、
男女平等は、明確な憲法上の要請であるから、「民法の損害賠償の規定を通じて、そ
れを実現しなくてはならないと解される」とし、①男女とも全労働者の平均賃金を用
いた上で、生活費控除も男女同一とすること、②男女とも男子労働者の平均賃金をも
って逸失利益賠償額を算定することが妥当、との見解が提示されており23、実務の場
では状況に合わせて決定するようになってきた。なお、「性別」の観点からのみでは 
                                                 
20 最判昭和 39（1964）年 6月 24日（民集 18巻 5号 874頁）。 
21 「女性労働者全年齢平均賃金額を基礎として算定が相当」最高裁 1986年 11月 4
日判決（判例時報 1216号 74頁）、「逸失利益『命の値段』に男女の差」『朝日新聞「ニ
ュ―スのこ・と・ば」』2001年 3月 17日。 
22 奈良地裁葛城支部における判決（2004年 7月 4日）。  
23 岡本友子「近時の裁判実務における年少女子の逸失利益の算定と男女間格差につ
いて」『熊本法学』130号 2014年 3月 77－132頁。 
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なく、自閉症の「障害」をもつ 17歳男性が、交通事故で死亡した際の逸失利益を
「ゼロ円」と算定した札幌地裁に対し、両親が提訴した結果、障害者の逸失利益
の捉え直しも行われ始めている24。 
 
3‐2.「後遺障害」における身体部位の序列化 
後遺障害とは、交通事故等によって受傷した精神的・肉体的な傷害（ケガ）に
より、将来においても回復の見込めない労働能力の喪失（低下）症状をもたらし
たという関連性が医学的に証明できる場合に認定されるが、その度合いの等級表
には、これまで外貌醜状にかかわる慰謝料に著しい男女差があった。改正前の 2011
年 5 月の労働者災害補償保険法施行規則では、男女の違いにより、外貌の醜状や
生殖器に関わる障害の等級が異なり、保険金額も以下のようになっていた。 
 
労働者災害補償保険法施行規則 
別表第 1 障害等級表と労働能力喪失率、保険金額 
等級表 後遺障害の項目 保険金額 
第 7級 12 
第 7級 13 
女子の外貌に著しい醜状を残すもの 
両側の睾丸を失ったもの 
1051万円 
1051万円 
第 9級 生殖器に著しい障害を残すもの 616万円 
第 12級 13 
第 12級 14 
男子の外貌に著しい醜状を残すもの 
女子の外貌に醜状を残すもの 
224万円 
224万円 
第 14級 男子の外貌に醜状を残すもの 75万円 
  
 女子は外貌、男子は睾丸と、あまりにも露骨な等級化であるが、2010年 5月
27 日に京都地裁で、原告の 21 歳の男性が、外貌の醜状障害につき、障害等級
表で男女により差別的扱いをしていることは、先に引用した憲法 14条の１項に 
                                                 
24 「逸失利益ゼロは不当」『北海道新聞』2007 年 3月 15日、「障害者の逸失利益 0
円の改正を求めて」『北海道交通事故被害者の会』第 23号、2007年 4月 10日。 
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違反するとして訴えを起し、京都地裁もそれを認め、2011年 5月 2日に以下のよ
うに改正した。なお、保険金額については、2010年以降も以前と同額の規定が示
されている。 
 
労働者災害補償保険法施行規則別表第一 障害等級表（抜粋） 
等級表 後遺障害の項目 保険金額 
第 7級 12 
第 7級 13 
外貌に著しい醜状を残すもの 
両側の睾丸を失ったもの 
1051万円 
1051万円 
第 9級 11-2 外貌に相当程度の醜状を残すもの 616万円 
第 12級 14 外貌に醜状を残すもの 224万円 
 
しかしながら、「両側のこう丸損失」は、現在の案でも変化なく記載されており、
現行の後遺障害において「性別を特定した規定」は、この項目のみとなっている。
何故、両側のこう丸の喪失は明記され、両側の卵巣損失が記載されていないのか
と疑問に思ったが、2005 年の検討委員会の資料には、「1975 年の障害等級認定基
準以降、泌尿器・生殖器の分野は長足の進歩を遂げ、現時点でみると不適切な面
が多い」とし、「第 7級 13に両側の卵巣損失も適用される」と説明している25。さ
らには、生殖器官名についても「精巣」と「卵巣」または「精巣（睾丸）」と「卵
巣」というように、医学的用語として定着している語彙を用いる方が妥当と思わ
れる。一方、このような事態が起きていた要因として、当時の専門検討会の「ワ
ーキンググループのメンバー18名が全員男性」であったことも関係していると推
察される。 
なお、傷害による回復の見込めない労働能力の喪失についても、近年では、「性
別」に関わる身体や資質に由来する価値が、「人種」「民族」「国籍」等の要因との
関係のなかで勘案され始め、さらなる複合差別の可能性を検討せざるを得なくな 
                                                 
25 http://www.mhlw.go.jp/shingi/2005/09/s0930-7.html 胸腹部臓器の障害認定
に関する専門検討会報告書（平成 17年 9月 30日）。 
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っている。例えば、日本国内における外国籍の労働者の増加により、「性別」と「人
種」「民族」に関わっての裁判事例が増加している。 
 
◯平成 13年 12月 10日東京地裁判決：被害者はイスラエル籍男性でオーバース
テイ。症状固定後 2 年間は日本での月収 50 万円を基礎に、その後は ILO 賃金
統計によるイスラエルの収入を基礎とし算定。 
◯平成 17 年 11 月 30 日大阪地裁判決：被害者は韓国籍の男性。症状固定後 3
年間は日本での年収を基に、その後 67歳までは韓国の平均賃金を基礎として算
定。  
◯平成 17 年 10 月 5 日さいたま地裁判決：被害者は中国籍の専業主婦。パキス
タン国籍男性と結婚。夫は事故当時一時帰国中。日本の賃金センサス（女子・
学歴計・全年齢）を平均賃金として算定。 
 
このように、人間の属性に関わる諸カテゴリーのうち「性別」と「人種・民族・
国籍」及び「職位」との関係の中で「当事者の価値」は規定される。特に日本で
は、人間の属性の中でも「性別」による人間の二分化は、疑うことなく自明視さ
れてきた。しかし、人間の属性の価値化要因も多様になってきている中、「性別」
要因が他の属性と重層的に作用して生じる「複合差別」の作用形態についての理
念的な枠組みと、それに相応した対価につき、検討する時が来ていると言える。 
 
4．ジェンダー／セクシュアリティ・スタディーズの多様な挑戦 
今日、性をめぐる研究領域では、Women’s Studies、Men’s Studies、Gender 
Studies、Sexuality Studies に加え、Lesbian Studies、Gay Studies、Bisexual 
Studies、Transsexual Studies、Queer Studies などの研究群 Studies が生まれ、
LGBTQ と称されるようになってきた。社会の変化に対応する理念や方法を模索
するための新たなディシプリンが生まれてくる際には、Studies というスタンスを
取ることが有効なのだ。これまで述べてきた、1960年代後半からの社会における、 
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ジェンダー、セクシュアリティに関わる提起は、日本の法規定においても一定程
度の進展がみられた。既存の学問分野を横断し、現実社会から未来社会を拓くパ
ラダイム転換の一つとして、ジェンダー・セクシュアリティに関わるスタディー
ズ群の存在意義は大きい。最後に教育の現場や果敢な知的冒険の試みを紹介して
本稿を締めくくりたい。 
 
4‐1. 家庭科教育における「いろいろな家族」  
これまで見てきたたように、法的な規定は常に社会の変化に対応していかない
とこれまで人権を守っていた法が、むしろ差別を生むことにもなる。その意味で
副専攻のジェンダー・スタディーズは、「未来に向けてのスタディーズ」を果敢に
提起すべきであろう。その意味で少々アトランダムに、その方途を探ってみる。
まず、1996年段階での高校家庭科の授業から、生徒たちの思う「家族」について
取り上げてみる。 
以下のこのイラスト図は、もともとは牧野カツコ編著『人間と家族を学ぶ：家
庭科ワークブック』（国土社 1996）の「Ⅱ家族を考える」の中の「いろいろな生
き方・暮らし方」として掲載されているものだが、南野忠晴著『正しいパンツの
たたみ方 新しい家庭科勉強法（岩波ジュニア新書 607）』（岩波書店 2011）に「い
ろいろな家族」として転載されている。ちなみに、同書の著者の南野忠晴は、13
年間府立高校の英語科の教師であったが、家庭科の教員採用試験を再受験して、
1994 年から高校の男性家庭科教員となった。『人間と家族を学ぶ：家庭科ワーク
ブック』では、「家族とは何か？」を血縁関係、同居・別居、家族形態や暮らし方
の変容、老人問題、障害者問題、結婚・離婚・再婚、戸籍制度などについてテー
マを絞りながら話し合う設定になっており、参考文献も上野千鶴子『近代家族の
成立と終焉』（岩波書店 1994）、落合恵美子『21 世紀家族へ』（有斐閣選書 1994）
の他に、小形桜子ほか『こころとからだ・知りたいこと事典』（ポプラ社 1984）
などの心と体のふれあいの関係についての文献も紹介されている。南野は、自身
が勤務する大阪の府立高校 40名の生徒たちに、図１をみて「家族と思うか、思わ 
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族と思う生徒が 3人いた。「養子の子どもを迎えた暮らし」も 38人が家族と答え、
「おじいさんとおばあさんと猫」のくらしも家族だと思うが 37人であった。 
日本では民法の「第 4 編 親族」と「第 5 編 相続」及びこれらの附属法を合わ
せて家族法と呼ぶことが多いが、高校生が「家族というもの」を想起する際に、
この様な認識を持っていることに少々驚かされもした。3世代同居家族は減少し、
離婚家庭も増加していることから、いわゆるパーフェクトファミリー的な家族形
態への拘りは薄れて来ているし、「いろいろな生き方・暮らし方」という表題も選
択の幅を広げたと思われる。 
なお、現在は「おじいさんとおばあさんと猫」の暮らしではなく、「おばあさん
と猫」のくらしも家族と答える生徒もいると思われる。むしろ、これまで可愛が
って来たペットは、大事な家族と認識されていることから、近年では、ペットの
墓や埋葬についての会社も設立されている。ペットの埋葬方法も霊園型、納骨型、 
ないかを聞いた結果」を紹介
している。「お父さんと子ども
たち」は、お母さんがいない
から家族と言えないと答える
生徒が 1人いたが、「おじいち
ゃんと孫」は、家族と思うが
38人、「友だちどうし」の暮ら
しを家族だと思うが 11 人い
た。「養護施設での暮らし」は、
家族だと思うが 7人いる。「結
婚していないふたり」の暮ら
しは、家族と思わないが 35人
であり、一方「障害を持った
人と介助者の暮らし」は、家 
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自宅供養、散骨などの選択ができ、人間並みの墓に葬られることも多く、人間と
同じ墓に入ることを認める霊園も出てきている26。 
ちなみに、1993年段階で、国連は、家族の形態を試験官べービーと呼ばれた人
工授精児や同性婚が法的に承認されている国もあることを示している27。その後
20年程経ており、すでに同性婚は、「家族」として認められている国もあること
から、近年は「友達同士の暮らし」「同性の友達の暮らし」を同性カップルと捉え
る生徒もいると思われる。特に若者たちの志向性は、大きく変化してきており、
同性婚は、日本ではまだ法的には認められていないが、実態としては増加してい
る。また以前は、学生寮又は親戚の家や下宿屋に住むことなどが多かった大学生
も、現在ではシェアハウスにすむことも増えている。 
 一方で、ネット難民、ネットカフェ住人という暮らし方が生じ、定着してきて
いる事態も看過できない。現在では、ネットカフェに常住する人々が増加し、職
探しの際の居住場所の明示のために、30日以上連続滞在の場合はネットカフェを
滞在地として、住民登録ができ、郵便物の受け取りサービスも利用可能なカフェ
も登場している。また、母と娘が同じネットカフェに其々に契約して暮らしてい
る場合もある28。このようなドラスティックな 21世紀家族への変容、人間の住ま
い方への対応と分析にジェンダー研究が果たす役割は大きいと思われる。 
 
4‐2. 未来社会へのシミュレーション―「状況におかれた知」    
 ダナ・ハラウェイは、今から 30 年前の 1985 年段階で、「状況におかれた知」
（Situated Knowledge）という論考において、客観性を標榜する科学を一つずつ 
                                                 
26 ペットのお墓 http://pet-ohaka.jp/ 2014.12.15再アクセス。 
27 Family Forms and Functions, Occasional Papers Series, No. 2 United Nations, 
Vienna, 1993. 
28
http://www.asahi-kasei.co.jp/maison/ma-net/archives/2009/02/b.html、毎日新聞 2008
年 10 月 4 日 東京夕刊。川崎昌平著『ネットカフェ難民-ドキュメント「最底辺
生活」』幻冬舎新書 2007、水島宏明著『ネットカフェ難民と貧困ニッポン』日本
テレビ放送網 2007など。 
 
大学におけるジェンダー研究教育の展開 
 
49 
検討して行き、20世紀社会を形作っている「知」から、21世紀社会に成立するで 
あろう「知」の創出と社会の予想図を示した。「サイボーグ宣言（Manifest for 
Cyborgs）である。ハラウェイの言うサイボーグとは、一つには生物学的決定論
の軛を脱したサイバネティック・オーガニズムの総体をさし、道具や機械と共生
するハイブリッドな存在のことを示す。眼鏡をかけたらサイボーグ、義足をつけ
たらサイボーグ、ペースメーカーをいれたらサイボーグ、その意味で私たちは、
すさまじい勢いでサイボーグ化して行っている。 
ハラウェイのいう「状況におかれた知」の意図するところは、「知識は状況化さ
れているものであること」、「知は、関係生成的なものであること」という認識で
ある。それは、いくつもの相対的な知というものが存在しているという旧来の相
対主義ではなく、どういう文脈でどういう知が存在しているかについて整理する
作業を要求している。それは、「見る位置」によって「見え方」が違うと認識する
ことを喚起したのである。 
ハラウェイは、20世紀後半を、社会システムと規範意識の大変革の時代と捉え、
次の様に記す。「私が論じようとしているのは、出現しつつある世界秩序システム
－その新規性においても、範囲においても、産業資本主義が作り出したシステム
に匹敵するようなシステム－で現に進行している階級、人種、ジェンダーの本質
の様々な根底的変化をめぐる主張の数々に基礎をおくようなポリティクスである。
われわれは、有機的で産業的な社会から、多形的な情報システムへの移行－すべ
てが労働であるような社会からすべてが遊戯、それも最終ゲームであるようなシ
ステムへの移行―を経験しつつある29。」と述べ、以下のチャートに示すように、
旧来の階層的支配から情報学による支配、新たな回路網への変容として示すこと
ができるであろうと記している。 
ハラウェイが提示した、「世界秩序システム移行の見取図」の 32 項目の中から
幾つかを取り出して紹介しておく 。 
                                                 
29 ダナ・ハラウェイ著、高橋さきの訳「サイボーグ宣言」『猿と女とサイボーグ』
青土社 2000 309-310頁。 
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ハラウェイによる世界秩序システム移行の見取図（抜粋）30  
有機体 Organism ⇒ 生体部品 Biotic component 
生理学 Physiology ⇒ 通信工学 Communication engineering 
優生学 Eugenics ⇒ 人口操作 Population control 
衛生 Hygiene ⇒ ストレス管理 Stress Management 
微生物学、結核 Microbiology, tuberculosis ⇒免疫学、エイズ Immunology, AIDS             
有機的分業 Organic division of labor ⇒ 人間工学と労働の人工頭脳工学
Ergonomics / cybernetics of labor 
生殖／再生産 Reproduction ⇒ 複製／模造 Replication 
性役割の有機的個別化 Organic sex role specialization ⇒ 優良遺伝子戦略
Optional genetic strategies 
人種的な存在の連鎖 Racial chain of being ⇒新帝国主義、国連的ヒューマニズム 
Neo-imperialism, United Nations humanism 
家庭／工場での科学的管理 ⇒ グローバルな工場、在宅勤務用電脳住宅 
Scientific management in home/factory    Global factory/Electronic cottage 
家族／市場／工場 Family/Market/Factory ⇒集積回路上の女性 
Women in the Integrated Circuit 
家族賃金 Family wage ⇒ 男女同一賃金 Comparative worth 
公 ／私 Public/Private ⇒ サイボーグの市民権 Cyborg citizenship 
自然／文化 Nature/Culture ⇒ 差異の諸分野 Fields of difference 
性 Sex ⇒ 遺伝子工学 Genetic engineering 
労働 Labor ⇒ ロボット工学 Robotics 
精神 Mind ⇒ 人工知能 Artificial Intelligence 
白人資本主義的家父長制 White Capitalist Patriarchy ⇒支配の情報 
  The Informatics of Domination 
                                                 
30 ハラウェイの原典の英語を記載し、髙橋さきの訳、小谷真理訳を参照し、一部
筆者訳を記載した。⇒は移行を示す意味で筆者が補足した。 
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ハラウェイの示す、「世界秩序システム移行の見取図」は、20 世紀社会が求め
た「科学・技術」に頼り、憧れ、依拠してきた社会から、まだ見ぬ世界・社会へ
の移行、21世紀システムへの移行を予知するものである。ハラウェイにとり、近
未来にむけた社会の方向性は、すでにサイボーグ・フェミニズムを提起した 1984
年から開始されていた。当時、サイエンス・フィクションとして捉えられる向き
もあったが、30年を経た現在、その先見性に驚愕せざるをえない。 
 
4‐3. 「性／別」という展望 
―「性別二分法」撹乱と「性」存在の複数性表記の挑戦 
2012 年 11月に刊行された『講座 ジェンダーと法 第 4 巻ジェンダー法学が切
り拓く展望」の第 5 章には「性的マイノリティと法制度―性別二元論・異性愛主
義への問いかけ」が掲載されている31。同論文では、性的マイノリティの具体的な
人間像として認識されている、①インターセックス／性分化疾患の特徴を持つ
人々、②性的違和や性同一性障害を抱える人々、③同性愛あるいはレズビアン／
ゲイ／バイセクシュアルの人々の 3 類型をあげて、関連する法の解釈や実務、裁
判例などの概観をしている。その上で、性的マイノリティが「性の多様性」の観
点で承認され、周辺化して承認されることへ疑義を呈し、ジェンダー法学におけ
る性的マイノリティの主流化を提起している 。こうした動向は、大きな国際的な
潮流としても認識されるようになってきたと言える。 
セクシュアリティの研究課題には、近代社会がもたらした、性別二分法の自明
視とそれを基盤とした強固な異性愛主義規範とそれに準拠した社会制度が規定す
る問題群との戦いがある。 
その際に大事なことは、一つには、従来の既存の「知」を批判し、既存概念の
変更を生み出す、対抗的な「知」を提示しつつ議論を深めることにある。例えば、
漢字文化圏の台湾で、ジェンダー／セクシュアリティの「理論と政治」に挑み続 
                                                 
31 谷口洋幸「性的マイノリティと法制度―性別二元論・異性愛主義への問いかけ」
『講座 ジェンダーと法 第 4巻 ジェンダー法学が切り拓く展望』加除出版 
2012。 
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けている国立中央大学教授の何春蕤は、性別の二分法に挑む際に、「性／別」とい
う表記をすることにより、その撹乱を諮る。台湾の保守体制グループに激烈な戦
いを挑み続けている何春蕤の格闘を如実に示す表現として、「性／別」攪乱という
表現を提示することのクリエイティヴさに瞠目した。 
何春蕤は、「性／別」と表記する展望を以下のように述べる32。 
「性／別」と名付けられた語、とりわけこのスラッシュ（／）の誕生は、フェ
ミニズム理論における私たちの内省的な取り組みを反映している。中間に引かれ
たスラッシュは、台湾の社会運動がその経験を通じて得てきた少なくとも四つの
認識を示していると言う。 
①二分法を乗り越えるということ                             
「性別」は単純な男・女の二つの領域ではありえない。例えばハイブリッドや
トランスジェンダーの出現とそのアイデンティティなど、可能性は様々である。
「性／別」という語の中間に線スラッシュを引くことで、「性別」の内部の多元的
な流動性、曖昧複雑さ、不安定な分裂を示している。こうすることであらかじめ
トランスジェンダーも想定した上で、性別というものを理解できるようになる。 
②緊密な相互連関、相互対立を捉えるということ 
「性／別」という用語は視覚的に「性別」（ジェンダー）と「性」（セクシュア
リティ）の交差を維持しつつ、スラッシュを引くことでこの二つの概念が集約不
可能であることを明示する。性別は性の実践や欲望を独断的に指定することや、
抑制をかけることはできない。性もまた必ずしも異性愛ジェンダー役割のイマジ
ネーションによって制約されるわけではない。 
③「性」の多元的差異を捉えるということ 
「性／別」のスラッシュは、「性」には「別」（差異）があることを表してくれ
る。つまり「性」というものの多元的な異質性と内部的差異、および社会・文化
がさまざまな性に付与するヒエラルキー的位置づけ、このヒエラルキーに内在す 
                                                 
32 「『性／別』パースペクティブ」何春蕤著 舘かおる・平野恵子共編／大橋史恵・
張瑋容共訳『「性／別」撹乱―台湾における性政治』御茶の水書房 2013 9-10頁。
この部分は、舘の質問への返答として何春蕤が加筆した。 
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る圧力関係を示してくれるのである。こうしたことすべてが、性の政治を構成し
ている。 
④その他の社会的差異を撚合するということ。 
「性別」はジェンダーとセクシュアリティの領域内の差異にとどまらず、さま
ざまな差異を含んでいる。「性／別」の斜線は、ジェンダー、セクシュアリティお
よびその他の「社会的差異」（階級、エスニシティ、年齢、身体など・・・）の複
雑な連関を表してもいる。 
何春蕤は、自らが創設した台湾国立中央大学における研究室名を「性／別研究
室」と表示し、創設以来自らがコーディネーターを務める同研究センターの名称
を、漢字では「性／別研究中心」、英語では、Center for the Study of SEXUALITIES
と表記している。何春蕤が意図する「性／別」攪乱の含意は、英語表記では、大
文字の複数形の SEXUALITIES が当てられており、いわゆるセックス、ジェンダ
ー、セクシュアリティをダイナミックに再編した The Study of SEXUALITIES
の創成を意図し、そしてその実現を目指し続けているのである。 
日本では、下記のように、英語をカタカナにして日本語としての表記にして済
ますことが習慣化しているが、台湾では、英語を漢字文化圏での表記とすべく翻
訳を試みている。こうした作業こそが、自らの文化圏の中でその概念の再定位を
行うことになる。例えば、Self-empowerment を「自我賦権」と翻訳する台湾に
対し、日本は、セルフ・エンパワーメント表記するのみである。しかし、
Performativity を「操演」と書き表す台湾に対し、日本では、パフォーマティヴ
ィティとカタカナで表記するのみではなく、「行為遂行性」と翻訳表現した33。そ
うした行為こそ、「概念」を自国の文化、思考体系の中で根付かせ育成していくこ
とができるか否かを意味し、当該社会での、その言葉、概念の想像力と汎用性の
力を左右することにもなる。カタカナという便利な言語表記を行うことが多い日
本の学問世界では、その概念の生成過程を追体験しつつ、自らの国における言語、 
                                                 
33 ジュディス・バトラー『ジェンダー・トラブル』（青土社 1999）の翻訳者竹村
和子が、パフォーマティヴィティの概念を示すべく「行為遂行性」と翻訳した。 
大学におけるジェンダー研究教育の展開 
 
54 
文化、概念として、置き直しつつ創み出す力が必要と思われる。 
 
    英語圏        台湾語圏        日本語圏               
   Sex work           性工作      セックスワーク 
   Queer              酷児      クイア 
   Transgender        跨性別     トランスジェンダー 
    Performativity          操演      パフォーマティヴィティ、 
行為遂行性 
   Pornography            色情      ポルノグラフィ 
   Self-empowerment      自我賦権       セルフ・エンパワーメント 
   Sexual harassment      性騒擾     セクシュアル・ハラスメント、 
                                               性的嫌がらせ        
   前掲 何春蕤著『「性／別」撹乱―台湾における性政治』「裏表紙カバー」
から引用 
  
21世紀社会への地殻変動が本格化し始めた。いまこそ、諸学問の枠内から、ま
たは枠を超えてリンクしあう「スタディーズ」という学問研究のスタンスを取る
ことにより、現在の社会での固定観念と制度の偏向を変革していく道を探り、創
成していくことができるように思われる。 
21世紀社会のパラダイム転換と新しい学術体系の提唱は、これからより加速化
していくことであろう。かつて、社会学者の吉田民人は、「女性学」を地球環境学
と安全学と同じ「自由領域科学」の範疇におき、学際性を不可分とし、課題解決、
プログラム設計、実践重視、学際的、自由な領域設定を原則とするディシプリン
と超え、「知」の形態の変革、トランス・ディシプナリーな学問の一分野とし成立
しつつあることに期待した34。それは、ジェンダー研究にも受け繋がれている。 
                                                 
34 吉田民人「俯瞰型研究の対象と方法」『学術の動向』5（11）日本学術協力財団、
364-45頁 2000、同「『新しい学術体系』の必要性と可能性」『学術の動向』6（12）
日本学術協力財団、24-35頁 2001。 
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「ジェンダー研究」は、「性、性別」の構築性に注目して「スタディーズ」とい
う学問研究のスタンスで、様々な、新たな学術体系にリンクしつつ育ってきた。
これからの「性、ジェンダー」を、私たちはどのように形作っていくだろうか。
これまでの歴史から現実世界を掴む力と未来社会を創る力をもつ、「未来にむけて
のスタディーズ」というスタンスを取る学問研究として、これからの「ジェンダ
ー研究」が、若い学徒たちにより展開されることを期待している。 
 
 
※本論文は 2014年 6月 12日に開催された“全学共通副専攻「ジェンダー研究」キックオフ
記念講演会での講演「大学におけるジェンダー研究教育の意義―『スタディーズ』というス
タンス」を元に執筆されたものである。 
 
 
